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　（１）はじめに
　フリッツ・ナフタリの『経済民主主義』（1928年）1）は，ドイツ・ワイマ
ル期の社会民主党系労働組合運動の理論と経験の中から生まれた。その
後，ナチズムの時代には歴史の舞台から抹消されたかに見えたが，しかし
第２次大戦後には，当初，旧西ドイツのモンタン産業において成立した被
用者の同権的共同決定制度が，いまやドイツ資本主義の発展とともに労働
者の経営参加及び超経営的参加として企業のなかに定着するとともに，ナ
フタリの『経済民主主義』は，労働者の同権的参加思想の源流と見なさ
れ，この分野における「古典」（オットー・ブレンナー）としての評価が与
えられてきた2）。
　しかし，ドイツにおける経済民主主義思想の源流は，いまだ「経済民主
主義」という言葉が知られていなかった第１次大戦前の時代にまでさかの
ぼることができる。ナフタリによれば，「経済民主主義の思想史は，これ
まで書かれたことがない。われわれはいつ誰によって『経済民主主義』と
いう表現がはじめて使用されることになったかは正確に確定することがで
きないし，この概念が経験した変化を展望することもできない。」3）たしか
に経済民主主義の思想は，特定の思想家の独創的な頭脳のなかから生まれ
たのではなく，労働運動の経験のなかから徐々に形成されたものであるか
ら，その思想的系譜を確定することは難しい。しかしながら，それが労働
運動の多様性のなかからなんの方向づけもなしに，生まれてきたわけでも
ないことも確かである。そこでわれわれは，このような制約を前提にしな
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がら，第１次大戦大戦前のドイツにおいて経済民主主義の形成に一定の影
響を及ぼしたと思われる思想的先駆として，ビスマルクの失脚後のいわゆ
る「新航路」社会政策の時代4）に，ドイツ労働運動を指導した自由労働組
合総務会議長のカール・レギーン(Carl Legien, 1861-1920）を取り上げるこ
とにしたい。
　カール・レギーンは，1890年以降のドイツの社会主義系労働組合＝自
由労働組合の指導者として，労働組合の全国的組織化に努める一方で，雇
主と労働組合の間で労働協約共同体を形成することによって「労働者の同
権的地位」を確立することに，当時の労働組合運動の固有な課題を見てい
た。レギーンの思想と行動については，彼の盟友であり且つ後継者でもあ
ったテオドーア・ライパルトの『カール・レギーン伝』5）から，彼が労働
組合の指導者として，また社会民主党系の国会議員として，そして国際労
働運動の唱道者として，並みはずれた行動力をもった人物であったことを
伺い知ることができる。しかしここで私がレギーンについてとくに考察し
たいと思うことは，そのような彼の行動を支えていたものは何か，である。
本橋では，ビスマルクの失脚，社会主義者鎮圧法の廃止とともに幕を開い
た「新航路」社会政策のもとで，レギーンがいかなる意味で新しい労働組
合運動の方向を指し示し，ワイマール期の経済民主主義の思想的先駆とし
ての位置をあたえることができるか，という点について考察を試みる。
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　（2）生い立ちと遍歴時代
　カール・レギーンは，1861年12月１日に西プロイセンのマリーエンブ
ルクという小さな町で生まれた。父ルードルフ・レギーンと母マリアの家
庭は大変貧しく，カールはその末子として育った。しかし両親はまもなく
病死したため，彼は孤児院に入れられ，そこで少年時代を過ごした。この
孤児院では，ベーア神父が孤児たちの父親代わりとなり，カールらの面倒
をみてくれた。ベーア神父は立派な人物として知られており，「童話の本
の中に出てくるような，白いひげの老人であった。」1）
　しかしベーア神父は，普通の孤児院の管理者ではなく，むしろ厳しい教
育者であった。孤児たちにたいするベーア神父の教育は，施設内での作業
訓練ばかりでなく，孤児たちが14歳になると，施設外の手工業者のもと
で実習を受ける機会を与え，いずれ施設を出る時までには，しっかりした
職業を身につけることを目標としていたのである。そのため，「この孤児
院における教育は，誠実さ，労働の喜び，そして楽しい義務感を充足する
ものであった」といわれる2）。
　ところで，当時，帝国の東部一帯は手工業が盛んになりつつあった。そ
のため，この地方の手工業は絶えず徒弟の補充を必要としており，孤児た
ちの就業のための適当な受け皿になっていた。こうした状況を背景に，カ
ール・レギーンも，1875年10月１日に孤児院を出て，ソルンの旋盤工の
マイスター・ボコルスキのところへ徒弟修業に入ったｏそれは，彼が15
歳の誕生日をむかえる直前のことであった。
　その後レギーンは，この親方のもとで５年間の修業を積んだ後，はじめ
て遍歴に出た。最初はベルリンに行ったが，しかしそこでは，仕事は見つ
からなかった。そのため，彼はさらにチュリングンに行き，５月にはアイ
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ゼナッハで４週間働く機会を得た。７月から９月まではエルフルトに滞在
し，幾分長い期間，仕事に就くことができた。その後10月のはじめに，
再びベルリンヘ戻った。しかし，ほんの短期間しか職に就くことができな
かった。なぜなら彼は軍隊に召集され，３年間の兵役を勤めなければなら
なかったからである。
　軍隊では，最初の２年間をアルテンブルクで兵役を勤め，その後1883
年12月にマインツヘ移動した。ここでは，彼はその兵役期間の半分以上
を，従卒当番兵として将軍のもとで勤務についた。ライパルトによれば，
後にレギーンが政治運動に参加した際に，この時の経験が３年間の兵役割
に反対する根拠となった，と言われる3)。
　1884年の秋に，レギーンは兵役を終わり，ベルリンに戻った。ここで
彼は，再び旋盤工として働くことができた。しかし1885年７月にはフラ
ンクフルト・アン・マインに転居し，1886年５月には再度，遍歴の旅に
でた。そして1886年10月にはハンブルクに到着し，以後しばらくここで
の生活が続いた4)。
　（3）組合活動への参加
　レギーンは，ハンブルクに移った後，旋盤工の職人組合に加入した。当
時ドイツにおける労働組合運動は大変に弱く，加入してもあまり意味がな
いと思われていた時代に，彼は労働組合の扶助制度を支持し，とくにハン
ブルクの旋盤工職人組合による失業扶助制度の導入運動には積極的に参加
した。他方でレギーンは，1887年２月の帝国議会選挙のさいに国民自由
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党の選挙集会に参加し，自らの兵役経験から兵役期間の引下げを要求し
た。しかし彼の主張は，社会民主党の立場に近かったため，集会の参加者
からは非難が浴びせられた。ライパルトによれば，この時すでに，レギー
ンは労働組合の活動家であるばかりでなく，後に社会民主党の政治活動に
もかかわるようになる前兆が見られたのである1)。
　ところで，旋盤工組合は，レギーンが加入したハンブルクの職人組合の
ほかに，他の都市でも成立していた。しかし，旋盤工組合の中央団体は存
在しなかったため，1885年以来ハンブルクの職人組合では会議が招集さ
れ，中央団体結成のための定款作成に着手した。そして1887年４月には，
｢旋盤工のための専門新聞｣の第１号が発行された。８月にはナウムブル
クで旋盤工組今大会が開かれタ「ドイツ旋盤工連盟(Vereinigung derDrechsler
Deutschland)｣が設立され，その最初の議長に，レギーンが選出された2)。
　当時，旋盤工の労働時間は１日に10時間以上であった。しかし1888年
のストライキによって，はじめて９時間半の労働時間と35プフェニヒの
時間給に上昇した。レギーンは組合の機関誌に活動報告を書き，組織の強
化と経済的改善の要求を訴えた。その後，ドイツの各地の都市でもストラ
イキが発生し，僅かなりとも成果がもたらされた。その結果，組合員数は
大幅に増加したが，しかし連合の財政状態は非常に悪化したため，組合員
の間では，経済的にもまた全体を総括するためにも中央組織の必要が痛感
された。そこで1888年12月のマグデブルクの総会では，レギーンを有給
の職員にする提案が承認され，報酬として年700マルクが支給されること
になった。かくてレギーンは，1889年１月１日以来，ドイツ旋盤工組合
連盟の有給の議長として，｢組合の専従職員｣となった3)。この頃から連
盟の組織も急速に拡大していった。1889年末には，旋盤工組合連盟は支
部62，組合員2,378人，1890年の末には支部75，組合員3,066人に増
加した4)。
　社会主義者鎮圧法廃止後の1892年頃には，旋盤工連盟でも，他の組合
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と同様に組織問題をめぐる議論が盛んになった。議論の争点は，職業別組
織に代って，産業別組織の結成が必要か否かをめぐって行われた。そし
て，この過程で木材労働者団体の設立が提案され，旋盤工連盟もこれに統
合されることになった。1893年にカッセルで開かれた旋盤工連盟の第３
回総会に，レギーンも代議員として参加し，この提案に賛成した。ライパ
ルトによると5)，レギーンは,当初は産業団体の考えに消極的であったが，
しかし家具職人，旋盤工，ブラシ製造職人および車大工の共同の会議がも
たれ，木工労働者団体の結成が決議された時，彼もまた，旋盤工組合がこ
の新しい産業団体に参加することに同意したのであったｏそして，この組
織は1893年７月１日に活動を開始し6)，これとともにドイツ旋盤工連盟
は消滅した。
　（4）自由労働組合とレギーン
　Ａ．組織原則をめぐって
　社会主義者鎮圧法の廃止（1890年）を目前にして，ドイツ金属労働組合
は，各労働組合に対して労働組合代表者会議への代表者派遣を呼びかけ
た。この会議の目的は，統一的な労働組合会議を準備することであった。
当時，金属労働組合の組合委員であったフュルトのマルチィン・ゼーギッ
ツ(MartinSegitz)は，この会議の目的を次のように述べている。「労働組合
の組織のために一定の規約が定められ，そして統一ストライキの際や，労
働者委員会，さらに同様な運動においても，統一的なやり方が実施される
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かどうか，どのような形で個々の組織が互いに支えあうことができるかど
うかｰこれらの間題について議論しておくことは，万一の場合に利用で
きる諸力を一点に集中するために必要なのである。｣1)
　では，ゼーギッツはどのような形で論力の結集を考えたのだろうか。彼
は，『金属労働者新聞』の中で述べている。｢金属労働者組合の組合委員は，
次のような仕方で創出される組織を考える。それは，金属工業においては
木材産業,建築業,繊維工業,足と身体の医療産業,輸送産業，紙工業等々
が，ドイツ全体を通して集中化され，組織に生命が吹き込まれることであ
る。このような組織は，カルテル契約を通して，一定の前提のもとで相互
に財政的に支えあうよう義務づけあう。｣2)ここで述べられていることは，
もはや職業別組織の理念ではなく，まさしく産業別組合のそれであった。
　当時，金属労働者，左官およびその他の職業は，地方毎に組織されてい
たが，これらの職業団体からも，すべての職業について集権化が実施され
るべきであるという意見が出された。ドイツ旋盤工連盟の『旋盤工専門新
聞』にも，すべての職業で申央集権化がすすめられるべきであるとの主張
が掲載された3)。旋盤工連盟の中央委員会の討論も，これと同じ方向に動
いた。そしてこのことが，1890年11月16日と17日にベルリンで聞かれ
た労働組合会議で，レギーンが｢木工労働者団体の定款｣草案を提案する
きっかけとなった4)。そして，レギーン提案の趣旨は次のようなものであ
ったｏ金属労働者に対抗する職人，旋盤工，車大工，おけ作り職人，ブラ
シ製造職人等々の団体，その他すべての木工部門の団体は，別々のグルー
プに分割されないで，一つの中央組織の管轄下に組織されなければならな
い。このような結びつきが作られるならば，個々の団体の能力をアップさ
せ，とくにストライキとロックアウトによって，闘争能力を高めることが
できる。このような形でグループの結東がすすめられることによって，そ
れぞれの組織は集中化される。そしてこの組織を運営していくためには，
協議会が設置されねばならない。この協議会は，例えばストライキ資金を
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集める場合，地域と結びついたグループのメンバーから，必要な場合には
他のグループの援助で調達するという具合に，組織を構成する団体に義務
づけることができる。協議会は，「それぞれの事情への対応を通告するこ
とによって，各組織に徹底させる役割をもつが，これは，全体の組織を支
えるために必要である」とされる。さらに，このほかに草案には連合結
成，管理費用の補填，２年ごとに開催されるグループ会議の構成，地域的
組織，職業紹介の規制，宿泊施設の規制等々の提案も合まれていた。
　ベルリン会議の討議は，―レギーン提案を含めてｰいかにして地方
組合を中央組織に結びつけるかという問題をめぐって行われたが，このテ
ーマについて一致を見出すことは難しかった。そしてこの問題は，ベルリ
ン会議のもう一つの重要なテーマであった中央組織指導部の選挙結果に委
ねられることになった。選挙の結果，指導部には，レギーンのほかに，エ
ルムとダムマン（ハンブル列，クロス（シュトットガルト），グロッヶ（ベル
リン），シュヴァルツ（リユーベック）そしてイーレル夫人（ヴェルテン）が
選ばれた。そしてその最初の会議で，レギーンが総務会の議長に選出され
た5）
　指導部は，最初の仕事として，1890年12月に「ドイツ労働組合総務会通
信(Correspondenzblatt der Generalkommission der Gewerkschaften Deutschlands ）」
という見出しを付した第１号印刷物（小冊子）をドイツ全土の労働組合に
送付した。ここから，この指導部は一般に「総務会」と呼ばれるようにな
った。
　レギーンは，総務会の議長に着任以降，日曜日の夕刊として「総務会通
信」を発行したｏそこには，主としてストライキの通告と総務会の通知と
呼びかけが掲載された。レギーンは，この「通信」を，各労働組合の連帯
を育成するのに役立てようとしたのであった。しかし，このようなレギー
ンの努力にもかかわらず，その後６年間にわたって，総務会を排除しよう
という労働組合側からの動きや，多くの地方組合からは会費の納入拒否と
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いう形での反発が見られた。中央機関である総務会と地方の労働組合との
間の指導権をめぐる争いは，ローカリスト対セントラリストの主導権争い
として知られているが，その実，労働組合と政党との関係にかかわる問題
を背後に持っていたのである6）。
　当時，結社禁止法によって政治団体が相互に結びつくことは禁じられて
いた状況下で，ローカリストは労働組合を同時に政治的闘争のための手段
に利用しようとしたのに対し，セントラリストの方は，全国の職業組織を
統一的な中央組織に結集させることが何よりも重要であり，そのためにす
べての労働者を，それぞれの政治的立場を超えて，全国の統一的労働組合
へ統合するために，政治的中立の必要が強調されたのであったｏ
　総務会は，その初代議長にレギーンが選ばれたことから見ても明らかな
ように，はじめからセントラリストの方向を目指していた。レギーンの組
織計画は，個々の職業組合の中央団体を全労働組合組織の基礎とし，近い
職業の中央団体は，いわゆるユニオンとして共通の指導のもとで結びっく
というものであった。ユニオンは，加盟する職業団体の共通の課題を統一
的に解決し，とくに賃金闘争の際には相互に支援を行う。これに対し総務
会は，全労働組合の指導部を形成する。それはすべてのユニオンを相互に
結びつけ，そして必要に応じて，全体の資金のなかからストライキの支援
のために拠出がなさるべきである，というものであった。このレギーンの
組織計画は，ベルリン会議において総務会の法案として提出されたｏそし
て，1891年９月にハルバーシュタットで開催された第２回会議の折りに，
第４議題として「組織間題」が提起され，承認された7）。
　しかしながら，その翌年の労働組合会議では，この計画は多数の賛成を
得ることはできなかった。なぜならば，類似の職業組織をまとめて大きな
産業団体を組織するには，時間がかかりすぎると考えられたからである。
そこで，まずカルテル協定によって類似職業の中央団体への結集が推奨さ
れた。会議はともかくこの方向で決議したが，しかし大多数は中央集権的
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な組織形態に賛成したのであったｏかくて組織形態の問題は，ローカリス
トの12名の代表が，抗議の意思表示をして会場を退出することによって
一応，収束した。しかし，ユニオニズムかローカリズムかという問題の決
着は，結局，将来の問題として積み残され，ともかく当面の対応は，レギ
ーンと総務会に委ねられることになった。その結果，総務委員会は，大会
によってすべての組合組織の中央機関としての地位は承認されたが，しか
しゼネスト基金の設置は認められなかったのである。
　カルテル協定によって結びつくというハルバーシュタット会議の提案
も，木工労働者を含めて職業団体によって拒否された。しかし彼らも，そ
の次の年には木材労働者団体として統一し，産業団体の設立運動の先頭に
立っていた。そしてその後も，類似の職業組織の直接的結合はますます進
行し，第１次大戦後には組織形態をめぐる争いは，産業別組合の方向で決
着した。
　Ｂ．社会民主党との関係
　以上のような組合運動自体にかかわる組織上の問題のほかに，政党から
の抵抗も見られた。それは，労働運動内部における総務委員会の影響力拡
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大に対するドイツ社会民主党(ＳＰＤ)の側からの抵抗であった。 1893年の
キールでの社会民主党大会で，レギーンは，総務会の立場を代表して発言
を行った1)。
　まずレギーンは，労働組合に対する党新聞と党幹部からの非難について
苦言を呈した。これに対し，党側からは次のような反論が返ってきた。そ
れは，レギーンが総務会と労働組合運動とを同一視することによって，議
長であるレギーンの性格がそのまま運動に反映している，というものであ
った。レギーンの側からは，党指導者はおおむね労働組合運動を高く評価
しているが，しかし実際のところは，組合運動の未来についてまったくと
言っていいほど考えていないという反駁がなされたｏ
　1905年のヶルン労働組合大会におけるメーデーと大衆ストライキにつ
いての決議2)は，社民党の中に再び激しい非難を呼び起こした。 1906年
のマンハイム党大会で，レギーンは大衆ストライキの問題について報告を
行った3)。そのなかで，彼は労働組合の権利を擁護すると同時に，労働組
合の政治的中立性を主張したのであった。これについては，レギーンは個
人的には社会民主党的信念を持っていたが，しかし彼は，その実際的な活
動基準を｢(レギーンが)帝国議会の議員であるにもかかわらず，政治的分
野でなくて，労働組合運動の中に求めたことは，総務委員会の議長という
彼の職務そのものから生まれた｣というライパルトのコメントがある4)。
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　（5）むすび
　以上述べてきたように，カール・レギーンはドイツ第二帝政期における
労働組合運動をリードし，旧型の職業別組合から近代的な産業別労働組合
へ道を開いた人物であった。しかし，彼は，一体何故に，あれほどまでの
エネルギーを注いで，ドイツの労働運動の全国的組織化を果たそうとした
のだろうか。最後に，私はこの問題について考えをまとめておきたいと思
う。
　そこで，あらかじめ戦前におけるレギーンの思想と後年のナフタリの経
済民主主義思想との連結点をおさえておくならば，一つには，これまで述
べてきたように，全国的規模の労働組合の組織化と，あわせて自由労働組
合総務会というナショナル・センターの育成であり，この努力は，大戦末
期に成立した労使の中央労働共同体を介して，ワイマル期の経済民主主義
として結実する。しかしこれとは別に，もう一つは，レギーンが当時の労
働組合運動の組織化に込めた意図についてである。この後者の点から，レ
ギーンとワイマル経済民主主義思想との接点をみておく必要があろうと思
われる。
　さて，レギーンは，最初に総務会議長に選出された1892年のハルバー
シュタット会議の開会の辞の冒頭で，次のように述べた。労働組合は「社
会問題の解決のためにあるのではなく，それは本質的に労働者階級の解放
努力を支えるものである。開拓者と同様に，労働組合は，より高い精神的
把握を可能にするために地ならしするものでなければならない。」1）また，
この会議の後に書かれた『社会政策的セントラルブラット』（『プチアル・
プラクシス』）の中の論文では，この観点をさらに一歩進めて，労働組合の
教育的性格について次のように強調した。「労働組合の組織は，言ってみ
れば，労働者の学校である。そして組織の強化は，教育的効果を高めるも
のでなければならない。」２）続いて，レギーンは労働組合の目的として。
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「よりよい生存条件をめぐる闘争」，「労働者の教育水準の向上」，「資本主
義的生産経済の変革」という３つの目的をあげたが，そのうちで彼は，労
働者階級の上昇のための第一の前提として，「労働者の教育水準の向上」
に主要な価値をおいた。すなわち，社会の中での労働者の地位は高められ
るべきであり，労働組合による労働者の精神的教育を通して，社会の中で
正当な地位を闘いとらねばならない。しかしその場合，労働組合は単に労
働者の利益のみを考えるのではなく，一般的な国民利益について，つまり
ドイツ国民の未来について考えられねばならない，と3）。
　さらにレギーンは，労働組合に対する雇主側の攻撃に反対し，団結権の
必要を訴えたパンフレット（1899年）の中では，次のように書いている。
「労働者の団結がなければ，労働者階級は現代の商品生産において考えら
れるもっとも低い生活水準と精神的水準にひき下げられ，そして文化にと
って危険な状態がつくられる。」労働組合は，労働者に文化の最高の段階へ
達する道をならさなければならない。レギーンは，労働組合における「連
帯思想」について，「生存闘争のなかで隣人のことを考えずに，自分の利
益のみの追求を排除する要素」として特徴づけた。それ故，「労働組合は，
単に精神的形成のみならず，倫理的形成をも労働者階級のなかで養い，よ
り高い段階へ高めるものでなければならない」のである。
　さらに，その翌年（1900年）の『社会主義的モナーツヘフテン』(Nr. 3,
Seite110）では，レギーンは次のように書いた4）。
　「国家生活では,完全な絶対主義から民主主義への飛躍は可能でなくて，
立憲的国家という移行段階が現れる。同様に，生産においては，必要な前
提条件が与えられることなしに，急激な変更が行なわれることは少ない。
これを作り出すのが労働組合の努力である。1890年のビスマルク失脚，
社会主義者鎮圧法の廃止，「新航路」社会政策という時代の風に後押しさ
れながら，レギーンによって指導された自由労働組合は，集団的労働契約
や労働者委員会の導入によって，工場経営における家父長主義（ヘル・イ
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ム・ハウゼ)5)と対峙することができたのである。この成果は，戦争末期か
ら戦争終結後にかけて現れた労使の労働共同体，経営協議会，帝国経済協
議会へと繋がっていくことになる。このように考えてみると，すでに1900
年の時点のけるレギーンの労働組合観のなかに，経済民主主義の始まり見
出すことができるのである6)。
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